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d題 発達障害の若者の課 支援の長期化 利用者主体の支援
就労先・若者の受け入
齔謔ﾌ事業先の開拓
生活保護世帯の課題 支援者の増員 就労先 若者の職場体験先や@　　　　の各地域若者サポートステーションの
@　　　　主な課題
教育機関との連携 自治体との連携
支援スキル向上と支援
Z術向上のための機会
ﾂくL
教育機関との連携
　まず各々の支援をみると、あだち若者サボートステーションは自治体を主体とした就労
目的の支援である。たちかわ若者サポートステーションは、母体のNPO理念を主体とし
た就労目的の支援である。みたか地域若者サポートステーションは、NPOの理念を主体と
した安全安心な人間関係形成の支援である。しんじゅく若者サポートステーション母体の
日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会の理念を引き継ぎ、本人の気づきを重視
した支援である。母体が同じせたがや若者サポートステー・一・ションでは、同じく母体の理念
を引き継いだ若者の主体性を高める就労支援である。
　次に各々の地域若者サポートステーションの類似した課題をみると、たちかわ若者サポ
ートステーションとしんじゅく若者サポートステーションでは、「教育機関との連携」で共
通の課題がみられた。また、せたがや若者サポートステーションが課題とする職場体験先
や職場見学先の確保といった課題は、同じく支援期間が短いしんじゅく若者サボートステ
ーションが言う「ネットワーク構築の課題」と関連してくると考えられるvまた、しんじ
ゅく若者サポートステーションとみたか地域若者サポートステーションでは共通して若者
の受け入れ先の課題があげられている。
　次に各地域若者サポートステーションの課題の特徴をみると、あだち若者サポートステ
ーションでは「生活保護世帯の課題」があげられた。これは、他の地域若者サポートステ
ーションでは見られないものであり、足立区といった地域性が特化した課題といえる。ま
た、支援者がグレーゾーンと位置づける若者の就労先の問題とは、福祉機関や専門機関に
も繋げることができないからである。たちかわ若者サポートステーションでは、「支援者の
増員」が課題としてみられた。
　たちかわ若者サポートステーションは、他の地域若者サポートステーションよりも多い
スタッフで連営されている。しかし、支援者の増員を課題にあげる背景には、支援者が1
人で対象者にっいての悩みを抱え込んでしまう要因がある。また「発達障害の課題」は、
福祉機関や専門機関との連携によって解消される課題といえる。しかし、そのためにはネ
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ットワークの拡充が必要であり、自治体や地域社会との連携が必要といえよう。
　次に、しんじゅく若者サポートステーションでは、新宿の地域性が顕著みられる「自治
体との連携」が課題としてあげられている。また、対象者の主体性を重視しているがゆえ
に、「支援の長期化」が課題としてあげられている。支援の長期化は、自治体の協力が強化
されれば、支援ネットワークが拡充するがゆえに緩和される課題と考えられる。
　『ニート状態にある若年者の実態及び支援策に関する調査研究報告書』（2007年）によ
ると、地域若者サポートステーションの今後の課題には、認知度を高めること、ネットワ
ークの充実、支援者の多様な人材の確保、地元産業や企業の理解と協力があげられている。
これらの課題は、今回の事例としてあげた5カ所の地域若者サポートステーションにも共
通してみられた課題である。今回の5つの事例からは、同じ地域若者サポートステーショ
ンでも、支援目的、支援体制、支援を行う上での理念、抱えている課題は多様であること
がわかる。
3．2．地域若者サポートステーションの展望
　2000年に入り若者支援施策が開始された日本であるが、他方EUでは既に1980年代から若者
の失業施策が開始されていた。その後、1990年代に入るとEU加盟国がそろって若者支援に取り
組み始めたのである（宮本，2009：65）。とりわけ、2001年にイングランドで開始されたコネクシ
ョンズは、13歳から19歳のNEET（Not　in　Education，　Employment　or　Training）の若者を対
象に支援が開始された。コネクションズの特徴とは、複合的なリスクを抱えているNEET状態の
若者に対して、「教育・雇用・福祉・保健医療の諸機関が連携し対応する」（宮本，2009：66）包括
的な支援である。
　これまでのH本では、若年無業者や若年失業者を放置せず、相談支援や職業訓練を実施し、復
学、就学、求職活動に向かわせる施策がほとんどなかった、2006年に開始された無料で利用でき
る地域若者サポートステーション事業は、若年支援施策の大きな1歩と言えよう。前述したよう
に、地域若者サポートステーションの目指すところは、地方自治体が主導となり、関係機関の協
力を仰ぎ、ネットワークを構築し、若者が適した支援を継続して受けることができる仕組みづく
りである。しかし、今回の5つの事例からも明らかなように、各々の地域若者サポートステーシ
ョンが支援を駆使し、各々の課題を抱えている。また現状の支援が、厚生労働省の「地域におけ
る若者支援5原則」にすべて基づいて実施されているとは言えない。東京都の地域若者サポート
ステーションの現状からみると、政府が目指す若者支援の確立にはまだ至っていない。
　今後、政府が目指す地域若者サポートステーションの若者支援を実現させるためには、省庁や
機関だけでなく、民間組織やNPOなども取り込み、若者に必要な支援をひとつ
に統合した支援システムのモデル作りといえる。そこで第1に必要な連携が自
治体との連携である。今回のヒアリング調査からも自治体との連携は、地域若者サポートス
テーションが機能していくうえでは不可欠である。あだち若者サポートステーション事例では、
生活保護との兼ね合いで自治体の全面協力がみられた。たとえば、自治体の協力で高校訪問が実
現でき、教育機関での周知活動を実現している。他方、たちかわ若者サポートステーション、み
たか地域若者サポートステーション、せたがや若者サポートステーションの自治体は、場所提供
一27一
地域若者サポートステーションにおける若者就労支援の現状　小川祐喜子
や支援の把握などで自治体の協力がみられる。けれども、自治体の協力が得られない分野では、
地域若者サポートステーションの母体に頼るしかないのが現状といえる。
　今後の日本社会において若年無業者や若年失業者が、社会から排除され固定化されないために
も、地域若者サポートステーションの支援は不可欠である。長期的な支援を考慮し若年無業者や
若年失業者の状態を作らないためには、若者の早期発見のシステムが必要である。そのためには、
地域若者サポートステーションを含む、学校から労働市場へのスムーズな移行ができる包括的な
支援の考慮が求められるといえよう。
〈注＞
1）本稿は「平成22年度白山社会学会」で報告した「地域若者サポートステーションからみる若者
　支援の現状」に加筆修正を加えたものである。
2）「フリーターから正規労働者への移行を促進するための対策」とは、「若者トライアル雇用」、「日
　本版ディアルシステム」、「ジョブカフェ」、「ハローワークにフリーターのための特別ブース」
　である。「仕事に対する若者の意欲と能力を向上させるための対策」とは「若者自立塾」、「地
　域若者サポートステーション」である。「学校から職業への円滑な移行を促進するための対策
　と革新的な対策」とは、「ジュニアインターンシップ」、「キャリア対策プログラム」である
　　（OECD，2010：112）。
3）　「若者自立塾」は2009年度の事業仕分けの対象となり事業の廃止が決定した。しかし、支援
　内容は職業訓練事業として持続することになっている。
4）地域若者サボートステーションが設置された2006年度では、対象年齢は15－34歳であった。
　しかし、年長フリーターが問題視されるようにな’った2008年度から、対象年齢が15－－39　twま
　でに引き上げられた。
5）　「若者自立支援中央センター」は、2008年度まで財団法人社会経済生産性本部が厚生労働省
　から事業を受託し「中央サポートステーション」という名称で運営していた。
6）本調査は、2009年度井上円了記念研究助成金「『ニート』、『ひきこもり』の自我・アイデンテ
　ィティーサポートステーションの支援を通じて一」の研究の一環として実施したものである。
7）　「NPO青少年自立援助センター」は、自治体からの委託事業で生活保護世帯のアウトリーチ
　を行っている。また、「地域若者サポートステーション」のモデル事業として、「いつでもどこ
　でも事業」を受託している。「いつでもどこでも事業」とは、2009年度に20団体を対象に「地
　域における若者自立支援5原則」を具体化するために実施された事業である。それは、より専
　門的なノウハウの蓄積、課題の検証などを行い、他の「地域若者サポートステーション」に普
　及させることを目的としたものである。事業は、2009年度の1年のみで終rしている。
8）「NPO法人育て上げネソト」が受託している「いつでもどこでもサポート事業」とNPOの「家
　庭訪問」事業からである。
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